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1985年から2008年の貿易量変化
渡辺利夫著「開発経済学入門」より

E-Asia : (NIES)韓/台/香港/ｼﾝｶﾞ
(ASEAN)ﾀｲ/ﾏﾚｰｼｱ/ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ/ﾌｨﾘﾋﾟﾝ/ﾌﾞﾙﾈｲ/(ｼﾝｶﾞ) 
(ASEAN10)ﾍﾞﾄﾅﾑ/ﾐｬﾝﾏｰ/ﾗｵｽ/ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ

東アジアが貿易量の
最大地域に変貌

単位:億＄
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特許出願数

日本における特許出願数とGDPの推移
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FTAの限界

Global Supply Chain

A国

日本

B国 C国
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E国

２国間FTAは他

国間関税障壁
の管理要

FTA
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経済連携(例えば TPP)
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域内関税の撤廃で
グローバルビジネス構築が

より活発に



国間障壁が無く
人・物・金の移動

が活発化

TPPで考察

経済連携成立によ
り生じる事象

TPP関係国
米/加/ﾒｷｼｺ/ﾍﾟﾙｰ/ﾁﾘ/豪/ﾆｭｼﾞｰﾗﾝ
ﾄﾞ/ﾌﾞﾙﾈｲ/ｼﾝｶﾞ/ﾏﾚ-/ﾍﾞﾄﾅﾑ
（参加表明：韓 検討中:中/台）
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TPP域内の経済(含
R＆D)活動活発化

Global Supply Chain構築等、
ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化が容易

域内流通活性化 域外輸出増大

人・金の移動が活発
発明発生が

多国化/多様化

研究開発地域の拡大
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ形態の多様化
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発明発生の多国化/多様化
はどの様に起きるのか



域内流通活性化 域外輸出増大

知財域内保護ネット

侵害機会
模倣機会

増加

域外からの
模倣品混入

機会(港)の増加
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知財の模倣の順序構造

Step1 商標

Step2 意匠

Step3 実用新案

Step4 特許

技術導入(輸入代替工業化)と称して、国が
・国内産業と組ませて製造技術を習得
・技術習得時点で解消し自己開発(真似から)

模倣

知財の網の目を縫った
同一競合品の投入

単純模倣から技術盗用へ

模
倣
が
高
度
に
進
展

苦情/保証
企業信用度

特許公報を真似して技術開発

商標を真似て異なる商品

形を真似て粗雑商品

事故、等
域民不利益

営業秘密の組織的・

計画的盗用、ｽﾊﾟｲ等
(POSCO事件など）
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国際保護制度の実態

Step1 商標

Step2 意匠

Step3 実用新案

Step4 特許

模
倣
が
高
度
に
進
展

依然として欧州・アフリカ
を除けば経済連携地域は

基本 各国個別審査登録手続き。

手続きはすべて、基本
各国特許庁・各国出願人の負担

ヘーグ協定

国際登録

国際登録

マドリッド議定書

未取得国
という
穴
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経済連携成立時の知財課題

知財の観点での懸念
 法整備/法執行整備の途上国が存在し模倣品横行が助長。

⇒ 模倣品による域内諸国の損失(傷害問題、不良品保証)

 技術保護の個別企業負担の増大(特許取得・侵害監視・行使)
・単純模倣(商標・意匠)は世界権利は容易だが最終ビジネスを左右する

技術模倣対応としての特許権利確保は複雑で大変である。
・域内諸国間の特許レベルの不統一による保護不均衡の是正努力負担が必要。

（域内の一の国で非侵害で他で侵害となるような権利が同一の発明で意図しないうちに発生。）

・権利者への保護強化のための域内出願・権利化費用負担の増大。

⇒ 結果、国内優秀技術の域内保護は不十分な状態になり、未保護地

域での追従を許す結果に。

このままでは、今までと同様
権利行使不能問題、グローバル展開活動萎縮。
ガラパゴス化し、ビジネス発展が阻害。
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TPP連携国(検討国)

（ ）

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
ﾌﾞﾙﾈｲ
ﾍﾞﾄﾅﾑ
ﾏﾚｰｼｱ

ﾆｭｰｼﾞﾗﾝﾄﾞ
ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

（韓国）（中
国）

ｶﾅﾀﾞ
USA
ﾒｷｼｺ

ﾁﾘ
ﾍﾟﾙｰ

ASPEC(審査協力)
ﾌﾞﾙﾈｲ / ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ/ ﾗｵｽ
ﾏﾚｰｼｱ/ ﾐﾔﾝﾏ
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ/ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
ﾀｲ/ ﾍﾞﾄﾅﾑ

黒字は
PPH国

ｱｼﾞｱ圏でｼﾝｶﾞ
ﾎﾟﾙが唯一、
TPPと日本との
PPHを適応す
る国

TPPと特許手続連携(PPH/ASPEC)の関係

現状の環太平洋での日本とのPPH提携国
ASEAN特許庁構想

有
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 模倣品は、人々に経済的ダメージばかりでなく、安全上の危険をもたらす
 模倣品は、商品の信頼性を損なう

JETRO report/ JIPA member’s reports

Creating IP Vision for the World

模倣品（化粧品）

火災
模倣品（充電器）

模倣品（プリンターの交換部品）

低プリント品質/ 
プリンター寿命の短命化

偽
エアバック偽ブレーキ

パッド

模倣品（自動車部品）

ベアリング 偽 ブランド
タイヤ



採りうる策・活動

①現状制度で、分野、製品、技術に応じて

権利化すべき種類(商標、意匠、特許)の選択、

保護すべき内容・国の選択が必要

⇒ 各分野では具体的には各企業依存

評価の目、情勢分析の目が重要

②安価・簡易・均質権利確保と

適切な権利行使が可能な制度への

改正・調和活動を並行して推進。

③知財啓蒙活動への協力

経済連携締約国における知財制度理解浸透

模倣品対策

④勿論 経済連携交渉時の

JIPA始め、民間団体としての意見発信（経済連携TF）
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会議開催

海外企業 & JIPA会員企業

模倣品対策等IPマネジメントノウハウの共有

□18 会議
2005 - 2013

□総パネリスト（海外企業）
≒ 200

□総パネリスト（JIPA会員）
≒ 150
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Japan Intellectual Property Association

日 本 知 的 財 産 協 会
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